
毎事業年度初めの３ヵ月以内に提出する書類

（事業年度終了後３ヶ月以内に提出する必要があります。３月に事業年度終了の場合は６月末）

提出期限は毎年


　　　　　　　　　　　　　　　　　

	提出書類のリスト
	提出部数
	チェック欄

	事業報告書
	２部
	

	財産目録
	２部
	

	貸借対照表
	２部
	

	収支計算書
	２部
	

	前事業年度の役員名簿（前事業年度において役員であった者の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿）
	２部
	

	前事業年度の社員のうち１０人以上の者の名簿
	２部
	

	記載事項に変更があった定款

（注）前事業年度において定款の記載事項に変更があった場合に限り、提出する。
	２部
	

	定款の変更に係る認証に関する書類の写し

（注）前事業年度において定款の変更の認証を受けた場合に限り、提出する。
	２部
	

	定款の変更に係る登記に関する書類の写し

（注）前事業年度において定款の変更により登記事項に変更があった場合に限り、提出する。
	２部
	


（様式例）
○○年度事業報告書

　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

（特定非営利活動法人の名称）

１　事業の成果

２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	定款の

事業名
	事　業　内　容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数
	受益対象者

の範囲及び

人数
	支出額

(千円)

	
	
	
	
	
	
	


(2)　その他の事業

	定款の

事業名
	事　業　内　容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数
	支出額

（千円）

	
	
	
	
	
	


（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業報告書をそれぞれ別葉として作成する。

３　２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。

４　２の(1)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数、受益対象者の範囲及び人数並びに支出額をそれぞれ記載する。

５　２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び人数」の欄には、具体的な受益対象者及び人数を記載する。

６　２の(2)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数及び支出額をそれぞれ記載する。定款上、「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、当該事業年度に実施しなかった場合も「実施しなかった」旨を記載する。

（様式例）　　　　　　　　○○年度 　　①　　 会計財産目録

　　年　　月　　日現在

（特定非営利活動法人の名称）

	科　目　・　摘　要
	金　　額　（単位：円）

	Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

　　　　現金預金

　　　　　現金　　　現金手許有高

　　　　　普通預金○○銀行○○支店

　　　　未収金　××年度会費×名分

　　　　・・・・　　・・・・・

　　　　・・・・　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××

×××
	
	

	流動資産合計
	
	×××
	

	　２　固定資産

　　　　土地　　　　○○平米

　　　　利付国債　　○○銘柄

　　　　・・・・　　・・・・・

　　　　・・・・　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××
	
	

	固定資産合計
	
	×××
	

	資産合計
	
	
	×××

	
	
	
	

	Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

　　　　短期借入金　○○銀行○○支店

　　　　預り金　　　職員に対する源泉

　　　　　　　　　　所得税

　　　　・・・・　　・・・・・

　　　　・・・・　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××
	
	

	流動負債合計
	
	×××
	

	　２　固定負債

　　　　長期借入金　○○銀行○○支店

　　　　退職給与引当金

　　　　・・・・　　・・・・・

　　　　・・・・　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××
	
	

	固定負債合計
	
	×××
	

	負債合計
	
	
	×××

	正味財産
	
	
	×××


（備考）１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　 　　①　　 の部分には、財産目録を会計ごとに区分して作成する場合には、「特定非営利活動に係る事業」、又は「その他の事業」と記載し、それぞれ別葉として作成する。（ただし、財産目録については会計ごとに作成せず、法人単位に作成することも考えられる。その場合、この書類の題名は、単に「財産目録」となる。）

３　前事業年度の末日現在における資産及び負債を記載する。
（様式例　勘定式）

○○年度 　　①　　 会計貸借対照表

　　年　　月　　日現在

（特定非営利活動法人の名称）

	科　目
	金　額　（単位：円）
	科　目
	金　額　（単位：円）

	Ⅰ　資産の部
	
	
	Ⅱ　負債の部
	
	

	　１　流動資産
	
	
	　１　流動負債
	
	

	　　　・・・・・

　　　・・・・・

　　　・・・・・

　　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××
	
	　　　・・・・・

　　　・・・・・

　　　・・・・・
	×××

×××

×××
	

	
	
	
	流動負債合計
	
	×××

	流動資産合計
	
	×××
	　２　固定負債
	
	

	　２　固定資産

　　　・・・・・

　　　・・・・・

　　　・・・・・

　　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××
	
	　　　・・・・・

　　　・・・・・

　　　・・・・・
	×××

×××

×××
	

	
	
	
	固定負債合計
	
	×××

	
	
	
	負債合計
	
	×××

	
	
	
	Ⅲ　正味財産の部
	
	

	固定資産合計
	
	×××
	前期繰越正味財産
	×××
	

	資産合計
	
	×××
	当期正味財産

増加額（減少額）
	×××
	

	
	
	
	正味財産合計
	
	×××

	
	
	
	負債及び正味財産

合計
	
	×××


（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　 　　①　　 の部分には、「特定非営利活動に係る事業」、又はその他の事業を行う場合にあっては「その他の事業」と記載し、それぞれ区分して別葉として作成する。

３　前事業年度の末日現在における資産、負債及び財産を記載する。

（様式例　報告式）

○○年度 　　①　　 会計貸借対照表

　　年　　月　　日現在

（特定非営利活動法人の名称）

	科　　目
	金　　額　（単位：円）

	Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××
	
	

	　　　　　流動資産合計
	
	×××
	

	　２　固定資産

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・
	×××

×××

×××

×××
	
	

	　　　　　固定資産合計
	
	×××
	

	　　　　　資産合計
	
	
	×××

	Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・
	×××

×××

×××
	
	

	　　　　　流動負債合計

　２　固定負債

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・

　　　　・・・・・
	×××

×××

×××
	×××


	

	　　　　　固定負債合計
	
	×××
	

	　　　　　負債合計
	
	
	×××

	Ⅲ　正味財産の部

　　前期繰越正味財産

　　当期正味財産増加額（減少額）
	
	×××

×××
	

	　　　　　正味財産合計
	
	
	×××

	　　　　　負債及び正味財産合計
	
	
	×××


（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　 　　①　　 の部分には、「特定非営利活動に係る事業」、又はその他の事業を行う場合にあっては「その他の事業」と記載し、それぞれ区分して別葉として作成する。

３　前事業年度の末日現在における資産、負債及び財産を記載する。
（様式例）

○○年度 　　①　　 会計収支計算書

　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

（特定非営利活動法人の名称）

	科　　目
	金　　額　（単位：円）

	（資金収支の部）

Ⅰ　経常収入の部

　１　会費・入会金収入

　　　　・・・・・
	×××
	×××
	

	　２　事業収入

　　　　○○事業収入

　　　　△△事業収入

　　　　・・・・・
	×××

×××

×××
	×××
	

	　３　・・・・

　　　　・・・・・
	
	×××
	

	　　　経常収入合計
	
	
	×××

	Ⅱ　経常支出の部

　１　事業費

　　　　○○事業費

　　　　△△事業費

　　　　・・・・・
	　

　

×××

×××

×××
	　

　

　

　

×××
	

	　２　管理費

　　　　・・・・・
	×××
	×××
	

	　３　・・・・

　　　　・・・・・
	
	×××
	

	　　　経常支出合計
	
	
	×××

	　　経常収支差額
	
	
	×××

	Ⅲ　その他資金収入の部
　１　固定資産売却収入

　　　　・・・・・
	×××
	×××
	

	　２　・・・・

　　　　・・・・・
	
	×××
	

	　　　その他資金収入合計
	
	
	×××

	Ⅳ　その他資金支出の部
　１　固定資産取得支出

　　　　・・・・・
	×××
	×××
	

	　２　・・・・

　　　　・・・・・
	
	×××
	

	　　　その他資金支出合計
	
	
	×××

	　　当期収支差額
	
	
	×××


	　　前期繰越収支差額
	
	
	×××


	　　次期繰越収支差額
	
	
	×××

	（正味財産増減の部）

Ⅴ　正味財産増加の部

　１　資産増加額

　　　　当期収支差額(再掲)

　　　　・・・・

　２　負債減少額

　　　　・・・・
	
	　

　

　

×××

×××

×××
	

	　　　　　増加額合計
	
	
	×××

	Ⅵ　正味財産減少の部

　１　資産減少額

　　　　当期収支差額(再掲)(マイナスの場合)

　　　　・・・・

　２　負債増加額

　　　　・・・・
	
	　

　

×××

×××

×××
	

	　　　　　減少額合計
	
	
	×××

	　　　当期正味財産増加額（減少額）
	
	
	×××

	　　　前期繰越正味財産額
	
	
	×××

	　　　当期正味財産合計
	
	
	×××


（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　 　　①　　 の部分には、「特定非営利活動に係る事業」、又はその他の事業を行う場合にあっては「その他の事業」と記載し、事業毎に区分して別葉として作成する。

３　定款上、「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、前事業年度に実施しなかった場合でも収入支出0円の収支計算書を作成する。
４　その他の事業から収益が生じた場合は、その他の事業会計収支計算書及び特定非営利活動に係る事業会計収支計算書について、その他の事業会計から特定非営利活動に係る事業会計への繰入が明らかになるような科目を追加する。

５　「事業費」とは、法人の事業の実施のために直接要する支出で、管理費以外のものをいい、会計処理上は、事業の種類ごとに区分して記載する。事業費の例としては、「○○事業費」（注･･･当該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げられる。

６　特に、支出規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、総支出額に占める管理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、営利を目的としないものであることという法定要件への適合性の判断材料となる。
（様式例）
前事業年度の役員名簿

　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

（特定非営利活動法人の名称）

	役名
	氏　名
	住所又は居所
	就任期間
	報酬を受けた

期　間

	理事

理事

理事

･･･

監事

･･･


	
	
	年　月　日

～

年　月　日
	年　月　日

～

年　月　日


（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　「役名」の欄には、理事、監事の別を記載する。

３　「住所又は居所」の欄には、特定非営利活動促進法施行規則第２条第２項に掲げる書面（住民票等）によって証された住所又は居所を記載する。

４　「就任期間」の欄には、左に記載された役員全員について記載し、「報酬を受けた期間」の欄については、報酬を受けたことがある役員のみについて記載する。
（様式例）
前事業年度の社員のうち１０人以上の者の名簿

年　　月　　日現在

（特定非営利活動法人の名称）

	氏　名
	住　所　又　は　居　所

	
	


（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　前事業年度の末日現在における社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所又は居所を記載する。
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